
資料 5

1臨療計画について
O の に即し、 の て 当 に法剖す の確保を図るため

O医 療資源の地域的偏在の是正と医療施設の連携を推進するため、昭和60年の医療法改正により導入され 都ヽ道府県の二次医療圏ごとの病床数

の設定、病院の整備目標、医療従事者の確保等を記戟。平成18年の医療法改正により、疾病・事業ごとの医療連携体制について記載されることと

なり、平成26年の医療法改正により「地域医療構想」が記載されることとなつた。その後、平成30年の医療法改正により、「医師確保計画」及ぴ「外

来 画」が位置付けられるこ

計画期間

06年 間  (現行の第7及医療計画の期間は2018年度～2023年度。中間年で必要な見直しを実施。)

記載事項 (主なもの)

三次医療田

52盟馳腹田巴(令和2年 4月 現在)

※都道府県ごとに1つ (北海道のみ6
医療田)

【■森田設定の考え方】
峰秩な医患券導性甘スニ桁として設

定。 ただし、都道府県の区域が著しく
広いことその他特別な事情があるとき
は、当骸都道府県の区域内に二以上
の区城を設定し、また、都道府県の境
界祠辺の地域における医療の需給の

実怜に応じ、二以上の都道府県にわた

る区域を設定することができる。

二次医療田

335医 療 日 (令和2年4月現在 )

【医療■設定の考え方】
一般の入院に係る医療を提供することが相

当である単位として設定。その際、以下の社会
的条件を考慮6

・地理的条件等の自然的条件
・日常生活の需要の充足状況
・交通事情 等

0医 師の確保に関する事項

・ 三次・二次医療圏ごとに医師確保の方針、日標医師数、具体的な

施策等を定めた「医師確保計画」の策定(3年ごとに計画を見直し)

・ 産科、小児科については、政策医療の観点からも必要性が高く、診

療科と診療行為の対応も明らかにしやすいことから、個別に策定

0医 療日の設定、基準病床数の算定

・ 病院の病床及び診療所の病床の整備を図るべき地域的単位と

して区分。

・
合「製 蛋残選     脚 メ割

0外来医療に係る医療提供体制の確保に関する事項

・ 外来医療機能に関する情報の可視化、協議の場の設置、医療機器

の共同利用等を定めた「外来医療計画」の策定

0地 域医療構想    ―

・ 2025年の、高度急性期、急性期、回復期、慢性期の4機能ごとの医

来の病床数の必要量、在宅医療等の医療需要を推計

05疾 病D5事業(※ )及び在宅医療に関する事項

※ 5疾病中●5つの疾病 (がん、脳卒中、心筋梗塞等の心血管

疾患、糖尿病、精神疾患)。

5事業(*)・
中5つの事業(救急医療、災害時における医療、
へき地の医療、周産期医療、小児医療 (小児救急

医療を含む。))。

(4)令和6年度から1よ、「新興感染症等の感染拡大時における医療 Jを追加し、6事業。

疾病又は事業ごとの医療資源・医療連携等に関する現状を把握し、

課題の抽出、数値目標の設定、医療連携体制の構築のための具体
的な施策等の策定を行い、その進捗状況等を評価し、見直しを行う
(PDCAサイクルの構誰 )Ⅲ



医療計画の策定に係る指針等の全体像

【法第30条の4第 1頃】

都道府県は基本方針に即して、かつ地域

の実情に応して医療計画を定める。

口
… … … …

:

【医療法第30条の 3】

厚生労働大臣は基本方針を定める。

一示生
ロ

医療提供体制の確保に関する基本方針

【医療法第30条の 8】

厚生労働大臣は、技術的事項について必要な助言ができる。

】

医療計画の作成

○ 留意事項

O内容、手‖贋 等

医療体制構築に係る指針 【課長通知】

疾病 。事業別の医療体制

○ 求められる医療機能

○ 構築の手順 等

… … … … … 1-― …

医 療  計 画

※ 地域医療構想については「地域医療構想策定ガイドライン」、外来医療計画については「外来医療に係る医療提供

体制の確保に関するガイドライン」、医師確保計画については「医師確保計画策定ガイドライン」を厚生労働省からそ

れぞれ示している。

医療計画の内容
医療計画作成指針(医療計画にういて(医政発0331第 57号 平成29年 3月 31日 )別紙)

1 医療計画の基本的な考え方

医療計画作成の趣旨、基本理念、医療計画の位置づけ、期間等、医療計画を作成するに当たつて、都道府県における基

本的な考え方を記載する。

医療計画の前提条件となる地域の現状について記載する。

(指標の例 )

地勢と交通、人口構造 (その推移、将来推計を含む。)、 人口動態 (その推移、将来推計を含む。)、 住民の健康状況、

住民の受療状況、医療提供施設の状況

35疾病B5事業蜘及び在宅医療のそれぞれに係る医療連携体制

5疾病・5事業(※ )及び在宅医療のそれぞれについて、以下の内容を患者や住民にわかりやすいように記載する。

(1)住民の健康状態や患者の状態 (成果 (アウトカム))、 患者動向や、医療資源・連携等の医療提供体制について把握

した現状

(2)成果を達成するために必要となる医療機能

(3)課題、数値目標、数値目標を達成するために必要な施策

(4)原則として、各医療機能を担う医療機関等の名称

(5)評価・公表方法等

なお、記載に当たつては、公的医療機関等及び独立行政法人並びに社会医療法人の役割、病病連携及び病診連携にも

留 意 す る。                          ※令和6年度から1よ 、「新興感染症等の感染等拡大時における医療」を追加し、6事業。

2

4疾病の発生状況等に照らして都道府県知事が特に必要と認める医療



O地 域医療対策協議会の議論の経過等及びその結果定められた施策

O地 域医療対策協議会の定めた施策に沿つて臨床研修医を含む医師の地域への定着が図られるよう、例えば、地域
医療支援センター事業等の具体的な事業について記載する。

O医 療従事者の確保の現状及び目標について、可能な限り具体的に記載する。

6 保

Oそ の他医療機能を考慮した医療提供施設の整備の日標
O地 域 支援病院の整備の目標

1 O その 他 医療を提供する体制の確保 Iこ関し必要な事項

障害保健対策、結核・感染症対策、臓器移植対策、難病等対策、アレルギー疾患対策、今後高齢化に伴い増加する

疾患等対策、歯科保健医療対策、血液の確保日適正使用対策、医薬品の適正使用対策、医療に関する情報化、保健・

医療日介護(福祉)の総合的な取組などに考慮して、都道府県における疾病等の状況に照らして特に必要と認める医療
等につい

設定した数値目標等を基に、施策の達成状況を検証し、次の医療計画の見直しに反映させる
ら、施策の目標等、推進体制と役割、日標の達成に要する期間、日標を達成するための方策、評価及び見直し、進捗

状況及び評価結果の広報日周知方法をあらかじめ医療計画に記載する。

ことが求められることか

第 8次医療計画の策定に向けた検討体制

○ 第8次医療計画の策定に向け、「第8次医療計画等に関する検討会」を立古上げて検討.°
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【新興感染症等】
感染症対策 (予防計画)

に関する検討の場 等

【5疾 病 】

各疾病に関する
検討の場 等

第8次医療計画等に関する検討会
8屋緑隠解縞議鉛鼈識錨雪管P5疾

病6事業・在宅医療9
※具体的には以下にうして検討する
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地域医療構想及び
医師確保計画に

関するWG
O以下に関する詳細な検討
・医師の適正配置の観点を
含めた医療機能の分化・
連携に関する推進方針

・地域医療構想ガイドライン
・医自下確保計画ガイドライン

等

外来機能報告等に
関するWG

○区下に関する詳細な検討

・医療資源を重点的に活用
する外来

,外来機能報告
・地域における協議の場
・医療資源を重魚的に活用
する外来を地域で基幹的に
担う医療r鵡 関   等

在宅医療及び
医療 。介護連携に

関するWG
O以下に関する詳細な検討

・在宅医療の推進
・医療・介護連携の推進
等

敷急・災害医療
提供体制等に関す

るWG
O以下に関する詳細な検討

・第 8次医療計画の策定に
向け敵 急医療提供体制
の在り方

・第 8次医療計画の策定に
向けた災害医療提供体制
の在り方  等

*へき地医療、周産期医療、小児
医療にういては、第 7次医療計画

銹 勝 財 繁 馴 鯛 健 #
行つた上で、「第 3次医療計画等に
関する検討会」に報告し、協議を進
める予定。

聾   :
厚生労働科学研究の研究班

・周産期医猥、小児医療
有識者の意見交換

連
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令和3年6月 18日

第3次医療計画等に関する検討会資料 (一 部改)
第 8次医療計画に向けた取組 (全体イメTジ )

医療計画

医療部会 (6/3)

外来横隠 告停に関するWG田催
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1.第3次医療計画t地域医療構想等の検討 i取組の進め方

第 8次医療計画、地域医療構想等の検討・取組に当たって

O

O

○

O

医療のアクセスや質を確保しつつて持続可能な医療提供体制を確録していくため、これ
まで、医療機能の分化・強化、連携や、地域包括ケアシステムの推進、かかりつけ医機
能の充実等の取組を進めてきた。

フ般の新型コ回ヽナウイルス感染症の感染拡大により、我が国の医療提供体制に多大な影
響が生し、地域医療の様々な課題が浮き彫りとなり、地域における入院・外来 。在宅にわ
たる医療機能の分化・強化、連携等の重要性、地域医療全体乞視野に入れて適切な投害J分
担の下で必要な医療を面として提供することの重要性などが改めて認識された。

当面、まずは、足下の新型コロナウイルス感染症対応に引き続き全力を注ぐとともに、
今般の新型コロナウイルス感染症対応により浮き彫 りとなつた課題にも対応できるよう、

こ
とが必要である。

一方で、この問も、人口減少・高齢化は着実に進みつつあり、医療ニーズの質・量が
徐々に変化するとともに、今後は、特に生産年齢人口の減少に対応するマンパワーの
確保や医師の働き方改革に伴う対応が必要になることを踏まえ、地域医療構想を引き続き
着実に推進し、卜人口構造の変化への対応を図ることが必要である。

5



新型コロナウイルス感染症への対応

○ 新型コロナウイルス感染症への対応として、医療提供体制については、「全体像 (次の感染拡大に

向けた安心確保のための取組の全体像)」 や「保健 。医療提供体制確保計画」等に基づき、以下の対

応に取り組んでいるところょ
。 病床の確保、臨時の医療施設の束整備、医療機関の役割分担・運携の促進
。 自宅・宿,自療査者への対応
。 医療人材の確保
・ ITを活用した不家働状況の見えるイヒ  など

時にも機動的に対策を講しられるよう、医療法の改正により、第

8次医療計画 (2024年度から2029年度まで)よ り、医療計画の記載事項に「新興感染症等の感染拡

大時における医療」を追加。

O 「厚生科学審議会感染症部会」における感染症法に基づ く基本指針・予防計画等の議論と整合性を

図 りながら、第3次医療計画の記載事項について検討。

O 具体的には、感染拡大時に迅速かつ柔軟に病床や人材の確保ができるよう、平時からの取組、感染

拡大時の取組な どに関 し、「全体像」、「保健 。医療提供体制確保計画」等に基づ くこれまでの取組

を踏まえ、必要な対策を検討。
※ 政府としては、 これまでの対応を客観的に評価し、次の感染症危機に備えて、本年6月を目途に、危機に迅速・的確に対

応するための司令塔機能の強化や、感染症法の在り方、保健医療体制の確保など、中長期的観点から必要な対応をとりまと

めることとしている。      ヽ

0 5疾病・5事業及び在宅医療などの他の医療計画の記載事項についても、第7次医療計画の中間見
直し以降の状況の変化として、今般の新型コロナウイルス感染症への対応を踏まえて検討。

O 今後の新興感染症等

人口構造の変化への対応

O 新型コロナウイルス感染症の感染拡大を受け、地域医療構想に関する取組の進め方については、都
道府県に可能な限りの対応をお願いする一方で、厚生労働省において改めて整理の上、お示 しするこ
ととしていた。

O 地域における外来機能の明確化・連携を進めt患者の流れの円滑化を図るため、タト来機能報告・紹
介受診重点医療機関を導入。

これまで

。人口減少が加速化することや、2024年度から医師の時間外労働
5年度末に暫定特例水準を解消することとされていることを踏まえれば、

○ 令和 3年 12月 10日 の地域医療確保に関する国と地方の協議の場において、各都道府県で、第 8次医
療計画 (2024年度～2029年度)の策定作業と併せて、2022年度及び2023年度において、地域医療
構想に係る民間医療機関も含めた各医療機関の対応方針の策定や検証・見直しを行うとともに、検討
状況について定期的に公表を行うことについて確認がなされた。

O 厚生労働省においては、各地域における検討状況を通時・適切に把握しつつ、自主的に検討・取組
を進めている医療機関や地域について、その検討 。取組を「重点支援区域」や「病床機能再編支援制
度」等により支援していくこととしている (◆後、全ての都道府県に対して重点支援区域の申請の意
向の有無を聞く)。

○ また、外来機能の明確化 。連携に向けて、かかりつけ医機能の明確化と、患者・医療者双方にとっ
てかかりつけ医機能が有効に発揮されるための具体的方策について検討を進める。

○ 地域医療構想については、
の上限規制が適用され、203
着実に推進する必要がある。



医療提供体制改革に係る今後のスケジュール

202斉度 20韓 郷 練 202野度 2030戦 203碑度 坤
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各部道府県での
計日策定
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・作戯指ar嘗の改正甚本方針
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とりま攀 えた競廊

地増医療構想 (′Ψ2025)

かかりつけ医機能が有効に発揮きれるための翼体的方策の検討
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医療提供体制をめぐる課題
O 今後の検討 。取組に当たっては、
超高齢化 。人口急減といった「2=
ないか。

「1=新型コロナ対応に関する課題」に対応するとともに、′

2040年を見据えた人口構造の変化への対応」が求められるのでは

。人材面を始めとした高度急性期対応

・地域医療を面として支える医療機関等の役割分担 。運携 (情報共有を含む)

・チーム・グル■プによる対応など外来 。在宅医療の強化

・デジタル化・見える化への対応

な ど

。生産年齢人口の減少に対応するマンパワーの確保

。人口減少地域における医療機能の維持・確保や医師の働き方改革に伴う対応

・超高齢化 。人口急減による入院。外来医療三―ズの変化

・医療介護複合三―ズ・看取り三―ズの増加 (特に都市部)

な ど

lH新型コロナ対応に

関する課題

2日 2040年を見据え

た人口構造の変

化′ヽの文寸応



2.医療提供体制を取り巻く状況～超高齢化 。人 急減の到来～

人口動態① 2040年頃に65歳以上人口のピークが到来する

○ 我が国の人口動態を見ると、現役世代(生産年齢人口)の減少が続く中、いわゆる団塊の世代が2022年 か

ら75歳 (後期高齢者)となつていくも
○ その後も、2040年頃まで、65歳以上人口の増加が続く。

け蜘

・２０，０００

・。Ｏ′ＯＯＯ
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昨
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出典 :国立社会保障・人口問題研究所「年齢 (4区分〕月」人国の拍移と将来推計」

※2015年までは国勢調査の実績値、2016年以降は推計値。

凡例
HH総 人口
…… 15歳未満
―… 15歳収上65歳未満
~…

65歳以上
……75歳以上 (再掲)
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数、年齢 4「分月l総人口およ
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人口動態② 2025年以降、「高齢者の急増」から「現役世代の急減」に局面が
｀
変化する

2025年 に向けて、高齢者、特に後期高齢者の人口が急速に増加した後、その増加は緩やかになる一方で、
既に減少に転じている生産年齢人口は、2025年 以降さらに減少が加速する。

O

【人口構造の変化】

(うち75歳～)

65歳～

15～ 64歳

0～ 14歳

2000                  2015
(実績)           (実 績)

(出 典)総務省「国勢調査 J「人口推計」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人 口平成29年推計」

(単位 :万人)

+2.7%)

一+6。6%

2025
(推計)

2040
(推計)

8′638
フ′728

フ′170

▲ 7.

1,851
1,407.

?′2104

11,194

高齢者 (後期高齢者)の急増

生産年齢人口の急減

5,978

(+33.6%)

一+8.6%

→

▲ 10.5%

(キと1.1%)

一+S3.7%

→

▲16.6%

人口動態③ 65歳以上人口は急増 してきたが、今後は減少する都道府県が発生する

O都道府県単位でみると、2025年から2040年にかけて、65歳以上人口が減少する都道府県が発生する(計21

県)。 他方、引き続き増加する都道府県は計26都道府県で、特に東京都・神奈川県をはじめとする都市部では
増加数が大きい。

Oまた、75歳以上人口でみると、減少する都道府県は計17府県で、大阪府は減少数が大きい。一方で、75歳
以上人口が引き続き増加する都道府県は計30県だが、増加数は緩やかとなる。

2025年から2040年にかけての65歳以上の人口の動態

2025年から2040年にかけての75歳以上人回の動態 (再掲)
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人口動態④ 高齢者の減少と現役世代の急減が同時に起こる2次医療固が数多く発生する

02次 医療圏単位でみると(2015年から2025年 にかけて、多くの地域で〔65歳以上人口め増加と生産年齢人

口の減少が起きる。

02025年から2040年にかけては、65歳以上人口が増加する地域(132の 医療圏)と減少する地域(197の 医療

圏)イこ分かれるとまた、多くの地域で生産年齢人口が急減する。

2次医療田ごとの人口変化率
.         2015年 →2025年 2025年→2040年

0.6 08 ■ 0

剣 ヒ率 (15議以上65歳未満)

14

12

08

0,6

04         0.6         08          ■0          12

変化率 (15歳以上65歳未満 )

出典 :国立社会保障・人口問題研究所「日本の地斌剛将来推計人口!(平成30(2018)年 推計)」

※201S年は国勢調査の実績値。                            i
※福島県は市区町村ごとの本国推計が行われていないため、福島県の二次医療圏を除く329の二次医療圏について集計。
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マンパワー① 2025年以降、人材確保がますます課題となる 「

02040年 には就業者数が大きく減少する中で 医療日福祉職種の人材は現在より多く必要となる。

需要面から推計した医療福祉分野の就業者数の推移

6′490万人

2025

〔言凰≧墨許整3

(壇夢li窪手)

需要面・供給面を勘案した

「医療・福祉」の就業者数

〔

経
魂第覆筵発酔奎却「 〕

2040

改革後の就業者数

2018 2040
… … … … … … … ‐

…
~― ― … … … … … … … 」

鞠嬢戴躍軍監鑓躍瓢詈と聴鋳健艶駅9殴弘ム鍵挺ユ颯為魂19
※2018年度の医療・福祉の就業者数は推計値である。

926万人
| `

963万人
動

的

珈
翰

2040



マンプ《ワー② 働き方改革への対応が求められる

02024年度から、医師の時間外・休日労働時間の上限規制が開始される。
○ 過去の調査において時間外労働が年1860時 間を超えると推定される、週当たり労働時間が80時間以上の医師がいる病院の

割合は、平成28年調査と比べれば減少しているものの、大学病院日救命救急機能を有する病院・許可病床400床 以上の病院に
おいては、いまだ4割程度を占めており、施行に向けて、労働時間の短縮を進めていく必要がある。

時間タト労働が年1860時間を超えると推定される医師がいる病院の割合

×H28調査 :「医師の勤務実態及びl勤 き方の意向等に関する調査J(平成28年度厚生労働科学特別研究「医師の勤務実態及び1動 き方の意向等に関する調査研究Jるチl究班〉結果をもとに医政局医療経営支援課で作成。病院勤務の常勤医師のみ。
勤務時間は「診療時間J「診療外時間J「待機時間Jの合計であリオンコージレ (通 常の勤務時間とは別に、院外に待機して応急患者に対して診療等の対応を行うこと)の待機時間は除外。医師が回答した勤務時Fai数 であり、口答時間散すべて
が労働時間であるとは限らない。救急機能とは、敷急告示 二次救急 欺命救急のいずれかに該当すること。
×R九年調査 :診療タト時F8]か引諒 の無い診療タト時F日弓を除外欧 宿日巌 年可を囃 していること力(わかつている医療糊 に錫 する医8Tの 前 帥 の甜 時FElを 勤:努醐 から麟 した工 鏃 削

獣 脳 峰 蘊 堺 鋼 簾 繁 選 諦 祗 儡 離 。※※ 平成30年病床機能報告救急イ監能とは、激急告示病院、二次敷急病院、数命救急 (三次救急)病院のいずれかに該当するもので、救命救急機能は、三次数急病院に該当するもの。なお 撤急車吾

救命救急機能を有する病院  許可病床400床以上

・
ｉ
一一・・十一一．．

i■:li!|■ i

1肇
―

全 体 大学病院

平成28年調査

救命敷急機能を有する病院  許可病床400床以上

全 体

肇,

大学病院

■
`i

一等

・

令和元年調査

マン′〈ワー③ 働き方改革への対応と地域医療の確保の両立が必要となる

02024年度からの上限規制の適用開始に向け、円滑な実施を確保するとともに、必要な地域医療に影響が出ることのないよう、国・都道府県の責任
の下で進捗を管理していく。

O特に、大学病院など、救急等の機能を担つたり、地域医療の確保のため医師を派遣している医療機関が、2024年度までに確実に必要な特例水準
の指定を受けられ、かつ、地域医療が守られるよう、施行直前まで、その準備状況と地域医療への影響についての実態調査を実施するとともに、都

い

2.2

実
態
調
査

固
域
単
位
で
の

協
議

一
調
整

)(施行

医療機関の準備状況と地域医療への影響について、施行直前まで実態調査を複数回実施

特
例
水
準
の
適
用
に
向
け
た
対
応
　
　
支
援
策

↓
医療機関におして時短計画を作成の上、順次、評価センターの評価を受審

訴
否
言判驚

実態調査を踏まえ、都道府県が固域単位で地域医療への影響を検証し、

地域の医療関係者間で地域医療の確保について協議・調整

必要に応じ、各医療機関が

対応方針を見直し

評価センターが
医療機関の労働時間短縮に向けた取組を評価

地域医療総合確保基金による医師確保等の支援
―
■‐
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マンパワー④ 提供者側 (医師)の 齢 ヒも進展 している

O病 院に従事する医師数は、ここ20年で5.5万人増加しているが、60歳以上の医師が占める割合は15%に増加

しており、平均年齢は44.8歳まで上昇している。
O診 療所に従事する医師数は、ここ20年で2.0万人増加しているが、60歳以上の医師が占める割合は50%程度
で、平均年齢は60.0歳まで上昇している。

年齢階級別にみた病院従事する医師数及び平均年齢の年次推移

診療所
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12 40 ・・ ・
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30 申 5059歳

尊 40‐49歳

｀
  ロロ‐ 30‐ 39歳

20 口■■29歳以下

-0中従事者の平均

年齢

1998 2000 2002 2004 2006 2008 20生 0 2012 2014 2016 2018 1998 2000 2002 2004 2006 2098 2010 2912 201■  2016 2018

出奥 !医師・歯科医師 ,薬斉ll師統計 (旧 :医師・歯科医師 :薬百il師調査〕

410歳

58.3歳

47%

600篇

50%

0全 国での入院患者数は2040年にピTクを迎えることが見込まれる。65歳以上が占める割合は継続的に上

昇し、2040年には約8割となることが見込まれる。
02次 医療圏によって入院患者数が最大となる年は様々であるが、既に2020年までに90の 医療圏が、また
2035年までには261の医療圏がピータを迎えることが見込まれる。

医療需要の変化① 入院患者数は、全体としては増加傾向にある

入院受療率 (人口10万対)
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出典 :患雷島翻査 (平成29年)「受療率 〔人口10万対)、 入院―外来X性 年齢階級x省

“

遭府県別1

国立社会保障・人日問題研究所「日本の地甥 l将来推計人口 (平成30(2018)年 蜂計)」
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医療需要の変化② 外来患者数は、既に減少局面にある医療固が多い

O全 国での外来患者数は2025年 にピークを迎えることが見込まれる。65歳以上が占める割合は継続的に上昇
し、2040年には約6割となることが見込まれる。

O既 に2020年 までに217の 医療圏では外来患者数のピークを迎えていると見込まれる。

外来受療率 (人口10万対 )

14′000
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出奥 :患者調査 (平成29年)「受療率 (人 口10万対)、 入院―外来x性 年鯨階級 x者[趨行県別 J

国立社会保焦・人口問罵ほ研究所「日本の地域別イ彗末推計人口 (平成30(2018)年 推計)J

※ 「外来」には「通院J「往診」「訪問診療J「医師以外の訪問」が含まれる。

※ 二次医療日の患者数は、当該二次医療 I西 が属する都道府県の受療窯が各医療圏に当てはまるものとして、将来の人口推計
を用いて算出。

パ福島県は市区町村ことの人口推計が行われていないため、福島県の二次医療圏を除く329の二次医療圏について集計。

外来患者数が最大となる年

医療需要の変化③ 在宅患者数は、多くの地域で今後増加する

○ 全国での在宅患者数は、2030年にピークを迎えることが見込まれる。
O在 宅患者数は、多くの地域で今後増加し、2040年以降に203の 二次医療圏において在宅患者数のピークを
迎えることが見込まれる。
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医療需要の変化④ 超高齢化 。人口急減で、急性期の医療ニーズが大きく変化する

02025年 から2040年にかけて65歳 以上人口が増加する2次医療圏(132の医療圏)では、急性期の医療需要が引き続き増加

することが見込まれるがてがんB虚血性心疾患日脳梗塞については、入院患者数の増加ほどは急性期の治療の件数は増加し

ないことが見込まれる。また、大腿骨骨折の入院患者数B手術件数は大幅な増加が見込まれる。

02025年から2040年 にかけて65歳以上人口が減少する2次医療圏(197の医療圏)では、がんB虚血性心疾患の入院患者数の

減少が見込まれる。脳梗塞については、入院患者数の増加ほどは急性期の治療の件数は増加しないことが見込まれる。また、

大腿骨骨折の入院患者数a手術件数は増加が見込まれる。

消化器悪I性腫瘍 虚ll巳 性心疾患

2025年 から2040年 にかけて

65歳以上人口が増加する医療圏

2025年 から2040年にかけて

65歳以上人口が粛′
)｀する医療園

2025年 から2040年 にかけて

65歳以上人口が増加する医療回

2025年 から2040年 にかけて

65歳メ上人口が減′
)｀する医療回
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65歳以上人口が用少する医療日

出奥 :レセプト情報 ,特定健診等情報デ=タ
ベース (N08)(2019年 度分、医政局において集計)

患着調査 (平成29年)「入院受療率 (人 口10万対)、 性 年齢階級X傷病分類別 J

国立社会保障 ,人口問題研究所「日本の地朔別将来推計人口 (平成30(2018)年 推計)J

総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動憩及び世帯数 (令和2年二月二日現在)」

※ 入院患者数は、各疾患の省F道府県ごとの入院受療率に二次医療口ごとの将来の人口推計を掛け合わせて算出。

※ 手術件数 ,PCII牛 数 Ⅲ ⅢPA件数は(NDBの集計 (下 記定義による)による実績値から、令和2年 1月 1日時点での住基人

口を用いて書,道府県ごとの受療率を鱒出し、二次医療圏ごとの1尋来の人口推計を軽Ⅲけ合わせて鯨出。

※消化器悪性腫瘍の手術件数とは、消化旨及び肝胆膵等にかかる悪性瞳瘍手術の算定回数の合計である。

※虚血慨心疾患のPCI件数とは、「経皮的冠動脈形成術J「経皮的冠動脈ステント留目術」等の聾定回数の合計である。

※脳梗このt PA(刀 レテプラーゼによる血桂溶解療法)件数とは、「超急性期脳卒中加算」の算定回数の合計である。

×大骨退岳骨折の手術件数とは、「人工骨頭拝入術 (般)」 の算定回数の合計である。

※ 福島県は市区町Ⅲどとの人口推計が行われていないため、福島県のこ次医療図を除 く329の二次医雰圏について推計 I

医療需要の変化⑤ 医療と介護の複合三―ズが一層高まる

O要 介護認定率は、年齢が上がるにつれ上昇し、特に、85歳以上で上昇する。

02025年度以降、後期高齢者の増加は緩やかとなるが、85歳以上の人口は、2040年 に向けて、引き続き増加が見込まれてお

り、医療と介護の複合ニーズを持つ者が一 くなることが見込まれる。

年齢階級別の要介慶盟定率 85歳以上の人口の推移

各年齢階層別の認定率

75
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歳

1,152

０００
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970964

出典 :将来推計は、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計

人口」(平成29年4月 推計)出生中位(死亡中位)推計

実績は、総務省統計局「国勢調査」(国籍・年齢不詳人口を按分

補正した人口)

0

2.8%

65～69   70～ 74   75～ 79   80～ 84

出典 :2020年 9月 末認定者数 (介護保険事業状況報告)及び2020年 10月 1日 人口

(総務省統計局人口推計)から作成
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医療需要の変化③ 介護施設等・他の医療施設へ退院する患者数が1曽加する

02025年から2040年にかけて65歳以上の人口が増加する医療圏(132の 医療圏)では、65歳以上の退院患者数は2040年に向
けて15%増加するが、そのうち、介護施設等(介護老人保健施設、介護老人福祉施設、社会福祉施設)へ退院する患者数は
340ノ6増加し、他の医療施設今退院する患者数は18%増加すると見込まれる。

02025年から2040年にかけて65歳以上の人口が減少する医療圏(197の 医療圏)では、65歳以上の退院患者数は2040年に向
けて減少するが、そのうち、介護施設等へ退院する患者数は160ノ6増加し、他の医療施設へ退院する患者数は微増すると見込
まれる。    |

退院患者の退院先の推移

2025年から2040年にかしすて

65歳以上の人口が増加する医療圏

2035年

合計 :657千人

65歳木汚 65歳 以上

2040年

65歳未満     65歳 以上

2025年から2040年にかけて

65歳以上の人口が減少する医療囲

202S年           1 _     _ _ _     2040年

合計 :280千人 合計 !272千人

65歳未 ,碕 65歳未お 65競以上

出典」患者島翻査 (平成29年 )「推計退院悪者数、入幌前の場所x性・年齢階帝汲別J「推計退院思者数、退院後の行き先X性・年齢階級別」

回立社会保障 人口問題
`汗

究所「日本の地朗別将来推計人口 (平成30(2018)年 推計)」

ネ介護施設等 :介護老人保健施設、介護老人福祉施設、社会福祉施設

※ 遅院患者数は、患者調査の時点での人口を用いて受療率を鱒出し、lU来の推計人口を掛け合わせて欝出。

× 福島県は市区郎札ごとの人口推計が行われていないため、福島県の二次医療 I畷 を除く329の 二次医療圏について集計。
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合 計 人

70千人

66千人52千人

56千人

■日他の医療施設

田日介護施設等*

■Bその他 (死亡・不明等)

23千人
24千人

27千人
25千人

医療需要の変化② 死亡数が一層増加する

死

死

死
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亡数については、2040年まで増加傾向にあり、ピーク時には年間約170万人が死亡すると見込まれる。
因については、悪性新生物日心疾患とともに、老衰が増加傾向にある。
亡の場所については、自宅E介護施設等が増加傾向にある。

死因の推移

死亡数の動態

¨

　

　

　

　

∞

　

　

　

　

ＯＯ

（＜
昨
）
妬
相
ぱ
匝
↓

<
昨

類
|」

ば
臣
叶

′ＯＯＯ

ｇＯＯ

ｍ

４００

２００

死亡の場所の推移
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出奥 !国立社会保障・人口問題研究所 P性、年齢 (5歳階級)別死亡数」「出生中位 (死亡中位)推計 :男女年齢4区分別死亡数 (総人口)」 、厚生労働省「人口動態続計」

*介護施設等 :介護医療院、介護老人保健施設、老人ホー‐
ム

※ 2020年 までは実績値、2021年以「母は推言十1直。
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地域医療構想について

O今 後の人口減少日高齢化に伴う医療ニーズの質日量の変化や労働力人口の減少を見据え、質の高い医療を効率的に

提供できる体制を構築するためには、医療機関の機能分化日連携を進めていく必要。

0こうした観点から、各地域における2025年の医療需要と病床の必要量について、医療機能 (高度急性期B急性期
日回

復期口慢性期)ごとに推計し、「地域医療構想」として策定。

その上で、各医療機関の足下の状況と今後の方向性を「病床機能報告」により「見える化」しつつ、各構想区域に設置

された「地域医療構想調整会議」において、病床の機能分化日連携に向けた協議を実施。

医療機能の現状と今

(「地域医療構想」の内容 )

司.2025年の医療需要と病床の必要量
日高度急性期・急性期日回復期・慢性期の4機能ごとに医療

需要と病床の必要量を推計
口在宅医療等の医療需要を推計
,都道府県内の構想区域(二次医療圏が基本)単位で推計

2.目 指すへき医療提供体制を実現するための施策
例)医療機能の分化・連携を進めるための施設設備、

在宅医療等の充実、医療従事者の確保・養成等

方向を報告 (毎年10月 )

医療機能の報告等を活用し、「地域医療構想」を策定し、

更なる機能分化を推進

医療機能
を自主的
に選択

見えに

くい)

(A病棟)

高度急性期機能

(B病棟)

急性期機能

(C病棟)

回復期機能

(D病棟)

医
療
機
関

床機能報

都
道
府
県

O機能分化日連携については、      '
「地域医療構想調整会議」で議論日調整。

2020年度病床機能報告について

2015年度病床機能報告 2020年度病床機能報告

地域医療構想における ※4
2025年の病床の必要量

(平成28年度末時点の推計)

2015年
合計 125.1万床

2020年
合計 120.9万床

2025年見込

合計 119.8万床
※1

「
‐
‐

．

７０．３麻
騨
球

694
89.5
万床 89 89.9

Ⅷ

B万床滅38万 床職

:

I

」として報告された病床数

(962%))

高度急性期

15.6万床 (1396)

急性期

54.7万「末 (4596)

18.9万床 (169′o)

慢性期

31.7万床 (2696)

13.1万床 (■ 196)

急性河

40.1万床 (3496)

回復期

37.5万床 (3196)

慢性期

28.4万床 (249t)

合計 119.1万床

万床

532
万床

高度急性期

15.9万床 (130/o)

急性期

53.5万床 (4596)

回復期

20.5万床 (170/。 )

慢性期
29,9万床 (259も )

約 1.1万床減

高度急性期

16.0万床 (140/o)

急性期

59.6万床 (4896)

13.0万「末 (10。/o)

慢性期

35.5万床 (2896)

出典 :2020年度病床機能報告

概 宣サミ鰯 . 2のいずれかの届出を行つている届出病床数

(平成25年(2013年 )3月 中位推計)』 等を



令和 3年 12月 10日 第 7回地域医療確保に
関する国と地方の協議の場資料

第 8次医療計画の策定に向けて

〇 中長期的な人口構造の変化に対応するための地域医療構想については、その基本的な枠組み (病床
必要量の推計など)を維持 しつつ、着実に取組を進めていく必要があるが、新型コロナウイルス感染
症の感染拡大を受け、地域医療構想に関する取組の進め方については、都道府県に可能な限りの対応
をお願いする一方で、厚生労働省において改めて整理の上、お示しすることとしていた。 (具体的対
応方針の再検証等の期限について (令不日2年 3月 4日及び 8月 31日付け通知))

○ 今後、各都道府県において第 8次医療計画 (2024年度～2029年度)の策定作業が2023年度までか
けて進められることとなるが、その際には、各地域で記載事項追加 (新興感染症等対応)等に向けた

検討や病床の機能分化 。連携に関する議論等を行つていただく必要があるため、その作業と併せて、
2022年度及び2023年度において、地域医療構想に係る民間医療機関も含めた各医療機関の対応方針
の策定や検証・見直しをお願いしたい。その際、各都道府県においては、今回の新型コロナウイルス

感染症の感染拡大により病床の機能分化 ,運携等の重要性が改めて認識されたことを十分に考慮いた
だきたい。

また、検討状況については、定期的に公表をお願いしたい。

○ 厚生労働省においては、改正医療法を受け、第 8次医療計画における記載事項追加 (新興感染症等
対応)等に向けて、検討状況を適時・適切に各自治体と共有 しつつ、「基本方針」や 「医療計画作成
指針」の見直しを行つていくこととしている。この検討状況については、適宜情報提供 していくので

参考とされたい。

○ 地域医療構想の推進の取組は、病床の削減や統廃合ありきではな く、各都道府県が、地域の実情を

踏まえ、主体的に取組を進めるものであり、厚生労働省においては、各地域 における検討状況を適

時・適切に把握 しつつ、自主的に検討・取組を進めている医療機関や地域について、その検討 。取組
を「重点支援区域」や 「病床機能再編支援制度」等により支援 していく。

令和4年度予算案:公費で1渭隅億円
(医療分 押囚億円、介護分 [四億円)

地域医療介護総合確保基金

4

O団 塊の世代が75歳以上となる2025年を展望すれば、病床の機能分化・連携、在宅医療 B介護の推進、医療H介護従事者の

確保・勤務環境の改善等、「効率的かつ質の高い医療提供体制の構築」と「地域包括ケアシステムの構築」が急務の課題。

Oこのため、平成26年度から消費税増収分等を活用した財政支援制度(地域医療介護総合確保基金)を創設し、各都道府県
に設置。各都道府県は、都道府県計画を作成し、当該計画に基づき事業を実施。

回

都道府県計画

(基金事業計画)

市
町
村

市町村計画

(基金事業雪:画 )

事 業 者 等 (医療機関、介護サービス事業所等)

申請
交付

申

請

:

1

:

:

:

:

:

O基 金に関する基本的事項
・公正かつ透明なプロセスの確保 (関係者の意見を反映させる仕組みの整備)

・事業主体間の公平性など公正性・透明性の確保
・診療報酬・介護報酬等との役割分担

O都 道府県計画及び市町村計画の基本的な配載事項
医療介護総合確保区域の設定※1/目 標と計画期間(原則1年間)/
事業の内容、費用の額等 /事 業の評価方法※2

※1 都道府県は、二次医療圏及び老人福祉圏域を念頭に置きつつ、地域の実情を
踏まえて設定。市町村は、日常生活圏域を念頭に設定。

※2 都道府県は、市町村の協力を得つつ、事業の事後評価等を実施
国は都道府県の事業を検証し、基金の配分等に活用

O都 道府県は市町村計画の事業をとりまとめて、都道府県計画を作成

I-1地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業

I-2地域医療構想の達成に向けた病床の機能叉は病床数の変更に関する事業

Ⅱ 居宅等における医療の提供に関する事業

Ⅲ 介護施設等の整備に関する事業(地域密着型サービス等)

Ⅳ  医療従事者の確保に関する事業

V 介護従事者の確保に関する事業

Ⅵ  勤務医の労働時間短縮に向けた体制の整備に関する事業

都道府県計画及び市町村計画 (基金事業計画)

地域医療介護総合確保基金の対象事業



地域医療構想の実現に向けた医療機能分化・連携支援事業
令和 4年度予算案

167,700千 円 (146,695千円)

団塊の世代が75歳以上となる2025年の地域医療構想の実現に向け、医療機能の移管や、医療機関同士の再編統合の取組を実施

していくこととなるが、医療機関間の勤務環境、給与体系、一時的な収益減少等の調整が障壁となる。
また、2024年 の医師の働き方改革を踏まえると、医師の時間外労働を縮減し、地域において効率的な医療提供体制を構築し、

医療従事者を効果的かつ効率的に配置する必要があり、これまで以上に高度な調整を要することが見込まれる。

特に、口が設定する重点的に支援する区競 (重点支援区域)については、都道府県ど連携し、再』縮合の方向性等について

雌 虹 することとしており、適切な助言を行うために必要な事項の整理やデータの分析を行うとともに、再編・統合の調整過

程で発生した課題に迅速に対応していく必要がある。
今後も重点支援区域を拡充し〔今後も2025年において達成すべき医療機能の再編、病床数等の適正化に沿つたものとなるよ

う、国による助言や集中的な支援を行つていくこととしている。

O

O

O

O

現】犬と言果題

重点支援区域の医療機関の再編等の方向性の検証等のための勤務環境や給与体系及び一時的な収益の減少等の調査分析

重点支援区域の国、都道府県及び医療機関による分析手法等の意見調整の場の設置

病床機能の再編等を検討する医療機関に対する再編の際に必要となる対策のための基礎資料 (財務シミュレーシヨンt統合し

た際のデメリットを縮小するための諸施策の立案、人材統合のための研修、人事配置等の対策等)の提供・作成支援

医療機関との相談窓口を設置し、医療機能の分化・連携の検討に必要となる対策のための基礎資料の作成に関する助言

再編等が地域住民に与える影響から、補うべき医療機能を分析し、アクセスビリティの観点から代替医療機能を持つ最適な医

療機関への交通手段の確保に向け提供すべき通院手段士その費用便益分析を支援

○

O
O

O
O

事業内容

<重点的に支援する区域の事業のイメージ > 再編統合の方向性等の相談

(シ ンクタンク等) 重点支援区域内で再編等を検討
。再編統合の方向性の検証等 る医療機関
・意見調整の場を開催 (必要に応じて)

・相談窓口設置

４

醐

出

整
4

の な助言

重点支援区城について

基本的な考え方1

0 著B道府県は、当該区域の地露医療構想調整会議において、重点支擢区域申請を行う旨合意を得た上で、「重点支援区域Jに申請を行うものとする。

0 「重点支援区域」は、都道府県からの申請を踏まえ、厚生労働省において選定する。なお、選定は複数回行うこととする。

● 重点支援区域の申請または選定自体が、医療機能再編等の方向性を決めるものではない上(重点支援区競に遇定きれた後も医療機能再編等の結論
については、あくまでも地域医療情想調整会議の自主的な議論によるものであることに留意が必要。

● 対象となるのは、「複数医療機関の医療機能再編等事例」とし、以下①②の事l,lも 対象となり得るご

① 再検証対象医療機関 (※ )が対象となつていない再編統合事例
②複数区域にまたがる再編統合事例

o 重点支援区域に対す

※ 今般の新型コロナヘの対応を踏まえ、地域における今後の感染症対応を見据えた医療提供体需」の構築に向けた検討に資するよう、国の

検討会等における議論の状況について情報提供を行う。

0 今後、全ての者田道府県に対して重点支援区域の申請の意向の有無を聴取。

o これまでに以下の12道県17区域の重点支援区域を選定。

【4回目 (令和 3年12月 3日うに選定した重点支援区城】
【1回目 (令不日2年 1月 31日)選定】
・宮城県 (仙南区域、石巻・登米・気仙沼区域 )

・滋賀県 (湖北区域 )

・山口県 (柳井区域、萩区域 )

【2回目 (令和 2年 8月 25日 )選定】
・北海道 (南空知区域、南檜山区城 )

・新潟県 (県央区域 )

・兵庫県 (阪神区域 )

・岡山県 (県南東部区城〕

・佐賀県 (中部区域 )

・熊本県 (天草区域 )

【3回 目 (令刑 3年 1月 22日 )選定】
・山形県 (置賜区域 )

・岐阜県 (東濃区域 )

新潟県 (上越区域、佐渡区域 )

広島県 (尾 三区域 )

2  選定対象。募集時期

支援内容3

4 重点支援区域設定の要否

5 選定区域

18



病 床 機 能 再 編 支 援 事 業 (地域医療介護総ど温 保基金 事業区分 I-2)
令和 4年度予算案 :地域医療介護総合確保基金 (医療分 )

公買 11029悟円の内数 (195億円)

O中長期的な人口減少・高齢化の進行を見据えつつ、今般の新型コロナウイルス感染症への対応により顕在化した地域医療の
課題への対応を含め、地域の実I情に応した質の高い効率的な医療提供体制を4青築する必要がある。

〇こうした中、地域医療構想の実現を図る観点からて地域医療稿想調整会議等の意見を踏まえ、自主的に行われる病床減少を伴
う病床機能再編や、病床減少を伴う医療機関の統合等に取り組む際の財政支援・ 1を実施する。

○令和 2年度に予算事業として措置された本事業について法改正を行い、新たに地域医療介護総合確保基金の中に位置付け、
引き続き事業を実施する。 【補助スキィム :定額補助 (国 10/10)】

【1単独支援給付金支給事業】
病床数の減少を伴う病床機能再編に関する計画を作成した医療機関 (統合によ

り廃止する場合も含む)に対し、減少する病床1床当たり、病床稼働率に応した額
を支給              ′

※病床機能再編後の対象3区分*2の許可病床数が、平成30年度病床機能報告における
対象3区分として報告された稼働病床数あ合計の900/。以下となること

病床200床

1統合鵬 接途謁1

病床150床

統合後のA総合病院
250床

A

*1財政支援 ・
■2対象 3区分

使途に制約のなし
高度急性朗機能、

給ヽ付金を支給
急性期機能、慢性期機能

廃止 (廃業)

廃止となる病院

純減 した50床 について支給

配分は B病院を含めた統合

関係医療機関全体で調整

統合後の病院

轟 吟 翻
繭

尋

襲

地域医療構想実現に向けた税制上の優週措置の創設 (登録免許税)

騨

鰻

欝

酪

繭

鱒

■

繭

鰤

田

鱒

鱒

減少する病床数
について支給

病ヽ床数を減少する場合のコス ト等
(統合関係医療機関)全体で減少す

、病床稼働率に応した額を支給 (配分は統合関係医療イl路関全体で調整 )

※重点支援区域として指定された関係医療機関については一層手厚く支援
※統合関係医療機関の対象3区分の総病床数が100/。 以上減少する場合に対象

統合 り(廃止病院あ に伴し すに充当 るため
医療鵜関る 1る病床 床当た

り

2

に伴い病床数を減少する場合において、廃止される医
残る医療機関に承継させる場合、当該引継債務に発生す

る利子について一定の上限を設けで統合後医療機関へ支給
※統合関係医療機関の対象 3区分の総病床数の10%以上減少する場合に対象
※承継に伴い当該引継ぎ債務を金融機関等からの融資に借り換えた場合に限る

統合 (廃止病院あり)

3

「複数医療機関コあ取組に対すぢ財政釜甚

日

引き継いだ慣務の

利子負担を軽減

il韓
令和3年度税制改正大綱を踏まえ、「良質かつ適切な医療を効率的に提供する体制の確保を推進するための医療法

等の一部を改正する法律案」の施行の日から令和 5年 3月 31日までの間の措置として、医療機関の開設者が、再編
計画に基づき、医療機関の再編に伴い取得する土地又は建物の所有権の移転登記等に対する登録免許税の税率を、次
のとおり軽減する措置を請ずる。

① 土地の所有権の移転登記 1,000分の10(本則 :1′000分の20)
② 建物の所有権の保存登記 1,000分の2(本則 :1ァ o00分の 4)

厚生労働大臣が認定した再編計画 (地域医療構想調整会議における協議に基づくものであること力蝶件)に基づき、医療機関

の開設者が再編統合のために取得した資産 (土地・建物)について、登録免許税の税率を軽減する。

再編統合t検討してしiる福歓医療償開
厚生労働大臣〔厚生労船 l

⑤蘭 肘■0阻 1

複数病院の再編統合に係る
税制支援の具体的イメージ

澪
】
一

華
雲

神
撃

孝
華

(実際に行われた再編統合事例をもとにした想定)

【再編統合に伴う不動産取得額く仮定)】

・土地取得価格 140,000千 円
・建物取得価格 350,000千 円

統合後のA総合病院
220床

2,100

4,200

中中中
Ｗ
瑯
Ｗ

中
選

税制
措置前

税制
措置後

【不動産取得に伴う税負担】
(千円 ) 撞

―
亀 ③腱 労睛 へ附 計E■提出

I

③附 計■t離 したBt

“

遭府NM・各都逮府県はヽ 地監医瀬 想調
整会議Iごおいて、再編計画の内容
を確認するものとする。

厚生常働者

②増増四霞構想冒霊a日に晴る



地域医療構想実現に向けた税制上の優週措置の創設 (不動産取得税 )

医療機関の開設者が、医療介護総合確保法に規定する認定再編計画に基づく医療機関の再編に伴
しヽ取得した二定の不動産に係る不動産取得税を軽減する特例措置を令和6年 3月 31日まで請ずる。

地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律における認定再編計画 (地域医

療構想調整会議において合意されていることが条件)に基づき取得した一定の資産 (用地 。建

物)について、不動産取得税の課税標準を現行の2分の 1に軽減する。

再編計画盟定までのプロセス

饉
中崇攀坤鶉幹一的弾

③再傷計■t澤定したBt
椰遍府県へ通畑

丁

吐

r

r

叶
μ
L

「
W

“
:|

〇地域医療翔担目豊全Bに踏る
。各都道府県は、
整会議におして、

を確呂8するものとする。

再編後のAネ惨合病院
220床

医師の働き方改革
■ これまでの我が国の医療は医師の長時間労働により支えられており、今後、医療ニーズの変化や医療の高度化、少子化に伴う医療の担い手

の減少が進む中で、医師個人に対する負担がさらに増加することが予想される。

■ こうした中、医師が健康に働き続けるここのできる環境を整備することは、医師本人にとってはもとより、患者・国民に対して提供される

医療の質 ,安全を確保すると同時に、持続可能な医療提供体制を維持していく上で重要である。

■地域医療提供体制の改革や、各職種の専門性を活かして患者により質の高い医療を提供するタスクシフト/シ エアの推進と併せて、医療機関

における医師の働き方改革に取り組む必要がある。

労務管理の徹底(労働時間の短縮
により医師の健康を確保する

′
拳

全ての医療専門職それぞれが、自らの能力を活かし、

より能動的に対応できるようにする
‐

彰
竜

弼 霞 騨
暦

い
) ‐

質・安全が確保された医療を持続可能な形で患者に提供

・工
毬
尋
笥
ゞ
〓

病院常勤勤務医の約 4割が年960時間超、

約 1割が年1,860時間超の時間外・休日労働
【医師の長時間労働】

【労務管理が不十分】

【業務が医師に集中】 も

患者への病状説明や血圧測定、

特に救急、産婦人科、外科や若手の

医師は長時間の傾向が強い

36協定が未締結や、客観的な時間管理
が行われていない医療機関も存在

医療施設の最適配置の推進
(地域医療構想・外来機能の明確化)

地域間・診療科間の医師偏在の是正

国民の理解と協力に基づく適切な受診の推進

<行政による支援>
・医療勤務環境改善支援センター

を通じた支援
。経営層の意識改革 (講習会等)

'医師への周知啓発     等

適切な労務管理の推進

タスクシフト/シ ェアの推進

医師の健康確保

面接指導
健康状態を医師がチェック

休息時間の確保

連続勤務時間制限と

勤務間インターバル規制

(ま たは代償休息)

地域医療等の確保
医療機関が医師の労働時間

短縮計画の案を作成

評価センターが評価

都道府県知事が指定

医療機関が

計画に基づく取組を実施

る水準 時間|の確保

義務
義務

1,860時間

連携B(医師を派違する病院)

A

1,860時間
×2035年度末
を目標に終了B (救急医療等)

C-2(高度技能の修得研修)

C,1(臨床・専門研修)

時間外労働の上限規制と健康確保措置の適用 (2024.4～ )

女寸策
長時間労働を生む構造的な問題への取組 医療機関内での医師の働き方改革の推進



一般則 2024年 4月 ～

年11860時間/   年1,860時間/月 100時 間未満 (例外あり)

月100時間未満 (例外あり)※いずれも休口労働含む
※いずれも休日労働含む ⇒将来に向けて縮滅方向

て

縮減方向

将来
(暫定特例水準の解消 (=
2035年度末を目標)後 )

【時
間
外
労
働
の
上
限
】

(例外)

・年720時間
・複数月平均80時間
(休 日労働含む)

・月100時間未満

(休 日労働含む)

年間 6か月まで

年960時間/
月100時間未満 (例外あり)

※いずれも休日労働含む

C-1:臨床研修医・専攻医が、研修

プログラムに沿つて基礎的な技能や

能力を修得する際に適用

※本人がプログラムを選択

C-2!医籍登録後の臨床従事 6年目

以降の者が、高度技能の育成が公益

上必要な分野について、指定された

医療機関で診療に従事する際に適用

※本人の発意により計画を作成し、

医療機関が審査組織に承認申誇

年960時間/
月190時間 (例外
いずれも体ロ

※あわせて月155時間を超える場合には労働時間短縮の具体的措置を講ずる。

(原則 )

1か月45時間
1

※この ( て

【追
加
的
健
康
確
保
措
置
】

つ
―
―
―
―
―
―
―
―
＝
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―

こ

連続勤務時間制
限23時間・勤務
間インターバル
9時間の確保・

代償休息のセツ
ト (努力機務)

実際に定める
6協定の上限時

い場合を除く。
般則

違縮勤務
時間日限
28時間・
勤務間イ
ンタT′｀
ル9時間
の確保 日

代償休息
のセット
(積務)

違機動務時
間制限28時

間・勤務間
インターバ
ル9時間の
確保 E代償
休息のセッ
ト (嶺務)

連続勤務時間制限28時

間・勤務間インターバ

ル 9時間の確保・代償
休息のセット (努力嶺

務)

※実際に定める36協定
の上限時間数が一般則を
超えない場合を除く。

違鶴勤務時間
制限28時間・

勤務間イン
タ■バル9時
間の確保 日代
償休息のセッ
ト (嶺務)

※臨床研修医に
ついては連続勤
務時間制限を強
化して徹底

A:診療従事勤務
医に2024年度以降
適用される水準

（医
療
機
関
を
指
定
）
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